第２回大阪府合流式下水道改善事業評価審議会 議事録
	日　時
	平成29年１月24日（火）14時00分～15時20分

	場　所
	なわて水みらいセンタ―（管理棟２階会議室）


内　容
○開会あいさつ　（大阪府 都市整備部 下水道室　事業課長）

○公開・非公開の決定

· 議事進行前に、本審議会は、第１回審議会において“公開”とすることが決められていることを事務局より報告。
○議事

会長挨拶
· 昨年度の第１回の審議会において評価の進め方などを議論した。本日は、中間評価の結果について大阪府から報告していただき、中間評価をとりまとめるのが議題となっているのでよろしくお願いしたい。
《中間評価の結果について》（事務局より説明）
（法定基準（雨天時放流水質）の確認）
· ひとつの降雨時において、各流域の平均水質（BOD）が40mg/L以下であれば法定基準達成。
· 寝屋川南部流域においては、流域面積が大きいため、平成35年度までは暫定基準値70mg/Lが認められている。

· 水質は総放流量と総負荷量から求めており、すべての流域において基準値を達成している。

（汚濁負荷量削減効果の確認）

· 流域毎に、汚濁負荷削減効果が大きな施設（高槻水みらいセンター、氷野ポンプ場、長吉ポンプ場）を対象として、１降雨のモニタリングを行い、汚濁負荷量BODの削減効果を確認。

· 高槻水みらいセンターでは、既存施設の滞水池化により、モニタリング降雨時において、111.0kgの負荷量削減効果を確認。これは、約2,000人分の一日当り家庭排水相当量。

· 氷野ポンプ場では、増補幹線貯留、沈砂池ドライ化及びポンプの起動水位の変更により、モニタリング降雨において、1,061.8kgの負荷量削減効果を確認。これは、約18,000人分の一日当り家庭排水相当量。

· 長吉ポンプ場では、沈砂池ドライ化及びポンプの起動水位の変更により、モニタリング降雨において、606kgの負荷量削減効果を確認。これは、約10,000人分の一日当り家庭排水相当量。

· いずれの施設においても、合流改善対策の実施による一定の効果を確認できた。

（未処理放流回数削減効果の確認）

· 未処理放流回数半減という目標に対する評価の方法としては、対策の進捗状況を確認することとする。
· これは、合流改善対策前後で未処理放流回数を比較したとしても、前提となる降雨条件がそれぞれ異なるからである。したがって、計画通りに対策を実施すれば、計画降雨が降った場合の放流回数は半減されるという考え方に基づいて、対策の進捗状況を確認することとしている。
· 淀川右岸流域については、分水堰の堰高調整による処理場での遮集量アップと前島ポンプ場の滞水池の整備が対策メニューであり、いずれも実施済みである。

· 寝屋川北部流域については、氷野ポンプ場、深野北ポンプ場、茨田ポンプ場などのドライ化及びなわて水みらいセンターなどの分合流切り離しが現時点で実施完了している状況であり、進捗率は85%となっている。今後も対策完了に向けて残りの事業を実施していく。

· 寝屋川南部流域については、小阪ポンプ場、長吉ポンプ場のドライ化などが現時点で実施完了している状況であり、進捗率は45％となっている。今後も対策完了に向けて残りの事業を実施していく。
（きょう雑物対策の実施状況）

· 対策としてはスクリーンの目幅縮小（40mm→25mm）を実施しているが、対策効果を定量的に評価することが困難であることから、今回は、スクリーン目幅縮小の実施状況の確認や実際のきょう雑物の捕捉状況について写真を使って報告する。

· また、参考に、年間のしさ処分量と１放流当りのしさ処分量を指標としてきょう雑物（しさ）の捕捉効果を試算した。対策前後で比較したところ、いずれも対策後が対策前を上回っており、スクリーン目幅縮小の効果を確認できたと考えている。

（費用対便益効果（Ｂ/Ｃ）の算出）

· 「下水道事業における費用効果分析マニュアル（追補版）」に基づき、代替費用法により実施。

· 代替費用法は、合流改善しない場合において、合流改善事業と同等の効果を得るために必要となる予防措置にかかる費用をもって代替するという考え方である。予防措置としては、「管路の清掃費用」「道路清掃費用」「固形塩素投入費用」をマニュアルに基づき計上している。

· Ｂ/Ｃ算定にあたっては、施設の耐用年数を考慮した15年間で比較するとともに、事業完了年度を基準年として将来の費用については社会的割引率を考慮して現在価値化している。

· 算出の結果、すべての流域でＢ/Ｃが1.0を上回っている。

（わかりやすい効果の示し方の例）

· 住民に向けたわかりやすい対策効果の示し方についていくつか例を検討した。

· BOD濃度をビーカーに入れた水の見本で示すことにより、直感的に効果が把握できるよう工夫。

· 水質改善効果をプールなどの身近なもので例えることや、削減した汚濁負荷量を実際のヘドロの量やトイレの数で表現するなどして、府民の方がイメージしやすくなるよう工夫した。

（まとめ）

· 今回の評価により、一定の事業効果を確認。今後も引続き計画に位置付けた施設整備を進める。
· 併せて、住民に対して効果をわかりやすく示すとともに、情報発信の方法も工夫していく。
（話題提供）

· 大阪市が昨年度実施した一般市民への下水道に関するアンケート結果（抜粋）について話題提供。

　[主な意見、質疑など]
（委員）

今回、マニュアルに基づいて費用対便益効果を求めているとのことであるが、管路清掃費用や道路清掃費用がなぜ便益となるのか、改めて説明願いたい。

（事務局）

合流改善事業を行う前は、管の中に溜まっていた汚濁物や道路表面の汚れなどがそのまま河川などに流出していた。合流改善事業という方法ではなく、別の方法でこれらの対策を行おうとしたときにかかる費用を計算するのが代替費用法の考え方であり、たとえばそれが管路清掃費用や道路清掃費用であったりする。

（会長）

代替費用法の管路清掃費用、道路清掃費用、固形塩素投入費用は、計算方法も含めてマニュアルで示されているものであるのか。

（事務局）

すべてマニュアルに示されている。

合流式下水道では、家庭の汚水が合流管を通じて河川などに直接放流される場合があるということと、雨が道路表面を流れて道路側溝から合流管に入り、河川などに直接放流される場合がある。このように流出する汚濁負荷を、合流改善事業以外の方法で取ろうとすると、降雨前に、管の中の溜まっているヘドロを予め取るか、道路を予めきれいにしておくかといったことで、単純化してマニュアル化されている。
（委員）

道路表面の汚れが全て河川などに流出するわけではなく、実際にはその何割かしか流出しない。すべて清掃費用に置き換えてしまうのは若干無理があるように思う。
（委員）

合流改善の効果を便益換算するときに、管路清掃費用などの項目を採用することがマニュアルに記載されているのか。また、清掃延長の考え方についても記載があるのか。

（事務局）

いずれもマニュアルに記載されている。

マニュアルに示されている便益換算の方法は、非常に単純化されている内容ではあるが、現時点ではそれ以上の知見がないため、マニュアルに示された方法に基づいて費用対便益効果を求めている。
（委員）

流域全体としての費用対便益効果だけではなく、施設ごとに、また、ドライ化や滞水池化などの対策内容ごとに費用対便益効果を出さないのか。

（事務局）

対策に要した費用は対策内容ごとに把握できているが、施設や対策内容ごとの便益換算が難しいため、今回は、流域全体として費用対便益効果を求めている。
（事務局）

なお、計画策定時には、流域ごとに全体としての汚濁負荷削減量及び未処理放流削減回数を定め、機場ごとのポテンシャルを勘案して可能な限りそれらを活かし、無駄の無いよう計画を立案している。

（委員）

中間評価に向けてとりまとめた資料は、一般住民の方に見せる機会があるのか。

（事務局）

ホームページへの掲載や出前講座などの機会を使って府民の皆様に伝えていきたいと思っている。
今後の事業実施にあたっては、住民の声も聞きながら進めて行かなければならないと考えているが、まずは現在行っている事業について住民に理解してもらうことが必要であると考えている。

（委員）

府民に下水道事業を認識していただいた結果として、どのような行動を期待しているのか。

（事務局）

油を下水道管に流さないでほしいということや、ディスポーザーの自粛など、これまで通りお願いしたいこともあるが、まずは、大阪府が情報発信した際に、それを府民の皆様が受け取っていただける状態をつくっていきたいと考えており、市町村と協力しながらＰＲなど進めていきたい。
（委員）

上水道と下水道がセットだという考え方、使ったものをきれいにするという一連の流れを府民の方に認識していただけるとよいと思う。

（委員）

放流水質を考える際には、そもそも処理場へ入ってくる下水の水質がどうなっているのかということについても目を向けないといけない。

（委員）

40mg/Lの法定基準を達成しているという説明があったが、この数値による評価は住民にとっては非常にわかりづらい。

また、今後、40mg/Lを30mg/Lに下げるためにはどうするのか、そこで初めて費用対便益効果の考え方がでてくるのではないか。

（事務局）

浸水対策、高度処理、改築・更新事業など、他にも多くの課題を抱えるなかで、合流改善事業の目標（分流式並）をさらに高くするということついては、今のところ考えていない。それは、財政状況や他事業とのバランスをみながら将来的に検討していくものである。
（委員）

これくらい負荷を削減すると、こんな魚が棲めるようになりますというように、身近な川遊びに繋げるような指標を示していただけるとわかりやすい。近所の川がきれいになるのであれば、相応の費用負担も理解できる住民の方もいるのではないか。

（事務局）

下水道の普及による効果として、寝屋川京橋口のBODの推移を示すことが多いが、例えば寝屋川では昭和40年代はおおよそ40mg/Lであった。
安定した下水道サービスを行ううえで、コストを意識することは非常に重要である。水質については、放流先の状況や水辺との関わりのなかで、環境基準値を前提にした整備を進めて行くのが我々の責務である。
（会長）

下水道管理者としては、まずは法定基準を達成しなければならないということがあり、そこから更に合流改善事業の目標を高めるかどうかについては、国から求められることや、府内における他の下水道事業とのバランスも踏まえながら議論することであるが、それらを議論する際には、できるだけ府民の声も取り入れていただけたらと思う。

（事務局）

法定基準40mg/Lについて補足させていただく。

40mg/Lは法律で定められている最低限の目標値である。大阪府は、分流式並みを目標としており、そこに向かう中で、法定基準の40mg/Lについては現時点で達成できているということである。
（委員）

40mg/Lは、全国の統計データにより設定されたもので、科学的に明確な根拠に基づいて決定されているわけではない。40mg/Lであるから必ず大丈夫であるという数字ではなく、国もこの数字自体の妥当性については今後考えていく必要があるとの見解と聞いている。なお、分流雨水の水質は、一般的にBODで10～20mg/Lである。
合流改善対策については、本来は半減等の目標を吐口ごとに設定することが理想的であるが、実態としては、流域全体の平均値として目標値を達成するための対策事業を行っている。

（委員）

公表されるのは、本日も参考資料として配付されている事業評価シートだけか。

（事務局）

事後評価シートは国土交通省への提出様式であり、これは公表する。

合流改善の取組みを府民の皆様にＰＲしていくためにも、本審議会で説明用に使用させていただいた資料についても本日いただいたご意見を踏まえて公表していきたい。

（会長）

本審議会の総括としては、対策が一定進捗しており、これまで実施済の対策による効果発現が確認できたということでよろしいか。

（委員）
異議なし。

（会長）

今後も、最終年度に向けて引き続き事業に取り組んでいただきたい。国へは、本日の会議の内容も盛り込まれている事業評価シートにより報告いただくこととする。
○閉会あいさつ　（大阪府 都市整備部 下水道室　事業課長）

以　上

※閉会後、委員による現場視察（太平ポンプ場）

　浸水対策と合流改善を兼ねた増補幹線事業（寝屋川北部流域の太平立坑関連施設）
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